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障害程度区分
に応じて配置

資料：厚生労働省

イ 強度行動障害への対応
強度行動障害児（者）とは、ひどい自傷、
強い他害、激しいこだわりや器物破損、睡眠
の大きな乱れのほか、拒食、異食等の食事面
の問題や、便こねや強迫的に排尿排便を繰り
返すなど排せつ面の問題など、生命維持にも
危険を及ぼすような行動上の問題があり、そ
の養育環境では著しく処遇の困難なものをい
い、強度行動障害児（者）等に対しては、行
動障害の軽減を目的として平成５年から知的
障害児施設等の指定施設において特別処遇が
行われている。
特別処遇は、児童相談所、知的障害者更生
相談所、福祉事務所等の関係機関と連携を取
りながら個別プログラムに基づき３年以内を

目処として実施されており、障害の軽減が図
られた場合、施設内処遇の変更や他施設への
移行あるいは退所する等によって終了する。
なお、「障害者自立支援法」においては、
行動援護や重度障害者支援加算など、強度行
動障害のある人への支援体制のさらなる充実
を図っている。

ウ 難病患者等への対応
難病患者等の居宅における療養生活を支援
するため、要介護の状況にありながら「障害
者自立支援法」等の施策の対象とならない等
の要件を満たす難病患者等を対象として、市
町村等を事業主体として、難病患者等居宅生
活支援事業を実施している。

■図表１―７０ グループホーム・ケアホームの事業運営イメージ
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■図表１―７１ 精神保健医療福祉の状況


